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フランス法における私的生活の保護について
上　井　長　久
　私的生活の尊重に対する権利（droit　au　respect　de　la　vie　priv6e）は、テレビ、映画等のマスメデ
ィア（視聴覚、audiovisuel）およびインターネット等情報産業（1’　industrie　informatique）の発展に
ともない多発化する、個人のスキャンダル等の愛憎（1’amour　et　la　haine）、家族生活（la　vie　familiale）、
日常生活（la　vie　quotidienne）、健康状態（1’6tat・de・sant6）、埋葬方法および墓地（le　mode　et　le　lieu　de
s6pulture）、資産（la　fortUne）、レジャー（les　loisirs）および職歴（la　carriさr　professionnelle）などの
不当な暴露から、個人の私的生活を保護するために1970年7月17日法律により設けられたもので
あるが（民法典第9条、旧刑法典第368条および新刑法典第226－1条）、法文上からは、その権利
の法的性質および意義については必ずしも明らかでない。これらの点については、同法律の施行
前およびその後の判例・学説の検討により解決するよりほかない。
　私的生活の尊重に対する権利は、個人に対して私的生活につき秘密（secret）の領域（sphere）
を承認し、そこから第三者を排除する権限を付与するものである。すなわち、それは、人の私的
特性（caractさre　priv6）を他人に尊重させるとともに、自らを静かに放置させる権利（droit　a　etre　laiss6
tranquille）を具有することになる（」．Carbo㎜ier，　Droit　civil，1，　106d．，　n°71，　p，317）。ところで、
このような秘密に関する権利（droit　au　secret）は、人のみが財産を持ち、また、人には財産しか
持たないという観点から、人格的（精神的）財産権（droit　du　patrimoine　moral）であるとする考え
が有力に提起されてきた（Aubry　et　Rau，　Cours　de　dL　ciM焦5　ed．，　IX，§574；Paris，16　mars　1955）。
この立論は、その権利を生得財産（biens　inn6s）とし、経済的財産と区別し、その特性を明らかに
した功績は大きい。しかし、近時の多数説は、人の財産所持性に固執することを止め、その権利
を人の生得的かつ不可譲渡的な人格権（droit　de　la　personnalit6）であると見る。しかも、民法典第
9条に定める私的生活尊重権、およびその権利により保持される、私的生活の秘密ないし内奥
（intimit6）権を保護する規定は、広く人格権の一般規定としての役割のほか、個人の秘密と自由
とにかかわる他の法令（例えば、個人情報ファイルと自由に関する1978年1月6日法律など）の
基本規定として位置づけられている。
　私的生活の秘密の侵害者は、民事上では、或いは競合的に、或いは別々に、被害者の請求と状
況の可能性とに従い二種の制裁が課せられる。その二種のうちでの最良の賠償方法は裁判官の判
断に任される。その二種とは、一つが金銭賠償（r6paration　en　argent）であり、他は、原状回復に
よる制裁（sanction　en　nature）である（民法典第9条第2項）。これに対して、刑事上の制裁とし
ては、承諾なくして、私的言動（parole）や肖像（image）等を採取、録音および放送するなどの
行為等に対し拘禁および罰金刑を科している（新刑法典第226－1条等）（GComu，　Droit　vivil，
Introduction　Les　personnes　Les　biens，106d．，　n°　517－519，　PP．236，237）。
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